
重点プロジェクト計画概要一覧表（九州・沖縄ブロック）（平成２９年度）

福岡県 1 「あまおう」産地活性化 H28 ～ 30 園芸（野菜） 　本県では、産地の維持拡大と雇用型大規模経営
の実現に向けた重点取り組み事項を県域・地域で
実施してきた。本年は個別経営の規模拡大に加
え、新たに「あまおう」を作付する集落営農組織
や法人などの多様な担い手育成を推進するために
有効な手法や問題点を県関係機関で検討し、実現
をすすめていく。

農業革新支援専門員
全普及指導センター
農林業総合試験場
園芸振興課

福岡県 2 「秋王」普及推進 H28 ～ 31 園芸（果樹） ○本県育成の完全甘ガキ「秋王」は、ほとんど種
子がなく、大果、高糖度、サクサクした食感等、
優れた果実品質を有しているが、栽培技術が未確
立であることから、早期の高品質安定生産技術の
確立が求められている。そのような中、革新支援
専門員が中心となり、関係普及指導センター、園
芸振興課、農林業総合試験場、JA全農ふくれん等
を構成員とするプロジェクトチームを設置し、結
実安定技術、病害虫対策技術、成熟異常果対策技
術等の確立にむけて取り組みを行っている。最終
年度である本年度（平成28年度）は、活動成果の
一つとして栽培マニュアルの作成を行い、研修会
を開催する計画である。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター
（朝倉、久留米、飯
塚、八女）、農林業
総合試験場、園芸振
興課、JA全農ふくれ
んほか

福岡県 3 「早味かん」普及推進 H28 ～ 29 園芸（果樹） 極早生ウンシュウミカンは、露地ミカンで最も早
く出荷されるため、高価格で取引されているが、
その年の気象条件等により糖度が低く、食味の劣
る果実が生産される場合があり、食味の安定した
新たな品種の導入が検討されていた。
このため、既存の極早生品種よりも糖度が高く、
良食味果実を生産できる、新品種「早味かん」の
導入に取り組み、ウンシュウミカン生産農家の所
得安定を図るとともに、農業団体を通じて市場・
仲卸等の流通業者と連携し、「早味かん」を産地
の特徴を活かした魅力ある商品となるよう育成す
る。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター
（福岡、北筑前、南
筑後、八女）、農林
業総合試験場、JA全
農ふくれん、流通業
者、生産者

産地ブランド発掘
事業

福岡県 4 花き新品目の生産拡大 H28 ～ 31 園芸（花き） ○福岡県は全国２位の花き生産額を誇り、様々な
品目が生産されている。品目ではキク、トルコギ
キョウを中心に作付けされているが、消費の多様
化、他産地との競合等により、単価が低迷してい
る。このような状況の中、従来の品目に代わる新
規品目や現在の品目との組み合わせ品目など新た
な提案が必要となっている。
○そこで、今後、作付を進める品目について検討
し、栽培技術の改善、確立を図るため、農業総合
試験場、普及指導センター、専門技術指導員を構
成員としてプロジェクトを組織し、効率的な課題
解決を図る。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター、
農林業総合試験場、
JA全農ふくれん

福岡県 5 環境保全型農業（IPM活
用）の普及

H28 ～ 29 病害虫 ○病害虫における薬剤抵抗性の発達が問題となっ
ており、化学農薬のみに頼らない技術の要求も高
まっている。
○露地野菜で環境保全型農業を目指すには、土着
天敵を活用が必要であるが、施設野菜のIPM技術
が活用できず、現場からは技術普及の要望が高
い。
○試験研究との連携により効率的に普及指導員の
技術向上と現場課題解決を図る。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター、
農林業総合試験場、
生産者

産地ブランド発掘
事業

福岡県 6 ICT活用による農産物の生
産性向上

H28 ～ 30 園芸
（野菜・花き・
果樹）

○福岡県では、収益性の高い園芸農業を実現する
ため、先進技術の導入や省力機器・施設整備など
を重点的に支援してきた。しかしながら、施設園
芸においては、地球温暖化など変動する天候によ
り安定生産が厳しくなっている。一方、高収量を
実現している優良農家は、長年の経験により天候
や生育に応じて安定生産を行っている。
このため、ICTを活用して作物ごとに優良農家の
ハウス内環境を測定・蓄積すると
ともに生育状況と栽培管理の実態を把握・分析を
行い、形式知化し、その内容を他の農家が実践す
ることにより、生産性向上を図る。
○活動内容は以下のとおり
（１） 調査ほ場設置
優良農家のほ場で生産環境データ及び管理作業を
把握。
（２） 技術確立
収量・品質の生産実績を加え、調査結果を分析し
マニュアルを作成。
（３） 技術普及
マニュアルを活用した研修会の開催及び巡回指導
など効率的な普及活動を実施。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター、
農林業総合試験場

ＩＣＴを活用した
農産物の生産性向
上対策事業

福岡県 7 麦・大豆生産拡大 H29 ～ 33 土地利用型作物
（麦大豆）

○本県は全国有数の麦・大豆の生産県である。さ
らなる、実需者への安定供給と生産者の所得向上
が求められる。
○麦は高品質・安定生産に向けた技術指導にお徹
底や採水施設整備を推進。ラー麦は管理作業の徹
底による品質向上、大麦は新品種の導入により生
産拡大を図る。
〇大豆は、適期播種や病害虫・雑草防除に加え、
排水性の改善等、基本技術の実践を促進し、収量
及び品質を向上する。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター、
農林業総合試験場、
JA全農ふくれん、Ｊ
Ａ、他

大豆・麦・飼料用
米当生産拡大支援
事業
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福岡県 8 トルコギキョウ生産拡大 H29 ～ 31 園芸（花き） ○福岡県は全国３位のトルコギキョウの生産額を
誇り、秋および春出荷の産地として市場から認識
されている。しかし、生産者の高齢化等により、
今後生産面積の減少が懸念される。そこで、生産
維持拡大を目指し、新規作付推進や経営規模の拡
大を図るとともに、出荷量増加のため安定生産技
術の普及に取り組む必要がある。
○生産規模維持拡大のため、新規作付や規模拡大
を進める方策や課題等について検討するとともに
秋および春出荷作型の品質向上・安定生産を図
る。

農業革新支援専門
員、
普及指導センター、
農林業総合試験場、
JA全農ふくれん、福
岡県花卉農協

佐賀県 1 生育指標による施設環境
制御技術の向上

H29 ～ 30 園芸(野菜) 環境制御技術の高度化と普及により、単収の向上
を図り、施設園芸農家の収益性の向上をめざす。

・普及センター
・ＪＡ
・農業試験研究セン
ター
・県園芸課

さが園芸農業者育
成対策事業(県単)

佐賀県 2 普及指導活動による効率
的な鳥獣害対策の確立

H29 ～ 31 有害鳥獣 野生鳥獣による農作物被害対策を効率的に行うた
め、地域ぐるみ対策の推進とあわせて鳥獣害対策
の指導体制整備を図る。

県および地区鳥獣害
対策支援チーム

有害鳥獣対策推進
事業(県単）

長崎県 1 かんきつ産地基盤体制の
強化

H28 ～ 32 果樹 ○県内の３割の販売量を誇ることのうみ柑橘部会
だが、部会発足は24年5月と新しく、27年6月には
長崎西彼農協柑橘部会の構成下部組織としての位
置づけともなり、指導力・統率力を兼ね備えた組
織体制の強化が必要である。
　また、価格低迷の要因にもなっている極早生を
削減し、優良品種への改植、計画的な樹齢構成へ
の改善を図る必要がある。

○農家所得向上に向け、高品質果実生産のための
シートマルチ拡大推進、ブランド登録園拡大推進
を図っているがブランド率が低く、ブランド商材
の出荷量増大が必要である。

○高齢化に対応できる省力化への取組や園地流動
化を促進するための産地基盤の強化が必要であ
る。

○連携機関との役割
分担
・農協・市、農業革
新支援専門員と連携
し、個々の課題・対
策を協議し、農家へ
の指導・普及を図
る。

(国)果樹農業好循
環形成総合対策事
業
(国)産地パワー
アップ事業
(県)未来を創る園
芸産地支援事業
(県)次世代へつな
ぐ果樹産地活性化
推進事業
(国)農地中間管理
事業

長崎県 2 集落営農法人組織の法人
化推進等による水田農業
の体質強化

H28 ～ 32 経営、米、普通
畑作物

○地域の現状と課題
１．県下一の水田地帯における集落営農組織等の
法人化・育成のために関係機関で推進チームを作
り支援を行った結果、特定農業団体６団体が法人
化創立総会まで開催できた。しかし、今後想定さ
れる担い手の高齢化に伴う農地集積や、地域経営
ビジョンの実現を図れる組織育成まではできてい
ない。
２．法人化までに至っていない特定農業団体や未
組織の地域において、水田利用の維持・向上を進
めるため、農作業受託組織や機械の共同利用組織
の意向把握・合意形成を推進する必要がある。
３．農業従事者の高齢化や減少が顕著であり、地
域で農地を守る仕組みが必要である。
○目標を達成するための活動方法
１．関係機関と連携し、研修会等を開催し、集落
営農の法人化や既設立法人の協議会設立支援等を
行い経営力強化を支援する。
２．関係機関と連携し、担い手不在地域の水田利
用の維持・向上のための農作業受託組織等の意向
把握を行う。
３．関係機関と連携し、農村環境を守るため、集
落間の連携方法を模索し、多面的機能支払制度の
推進を図る。

○連携機関との役割
分担
・関係機関で構成す
る特定農業団体法人
化支援協議会（農
協・市・共済・振興
局）や農業革新支援
専門員と連携し、推
進方法や研修会等の
開催について協議を
行う。

農業法人経営体育
成推進事業、儲か
るながさき水田経
営育成支援事業、
農村集落活性化サ
ポート事業、多面
的機能支払交付金

長崎県 3 農業経営体の経営力向上
と法人化の推進

H28 ～ 32 経営 農業経営体の経営力強化
○現状
・これまで支援を行ってきた先導的農業者を中心
に、雇用型の営農を見据えた規模拡大やコスト低
減等に取り組み、さらなる所得向上を図る必要が
ある。
○目標を達成するための活動方法
・すでに相当程度の所得を確保し、かつ1000万円
以上の所得確保が可能な規模への拡大を志向する
認定農業者等を関係機関と連携して重点的に支援
する。

農業経営の法人化と経営継承等の推進
○現状
・経営発展のための法人化や多角化等新たな挑戦
の推進等、経営力の強化が求められる。安定した
経営に必要な経営戦略構築の支援が必要。
○目標を達成するための活動方法
・対象者のリストアップを行い、法人化啓発研修
等へ参加誘導する。法人化志向経営体については
情報提供等支援を行う。

○連携機関との役割
分担
・農業経営体の経営
力強化については、
各市町の担い手育成
総合支援協議会で取
組みについて検討
し、各機関と連携し
て個別支援を行う。
・法人化を目指す経
営体については、法
人化啓発研修等の講
師に税理士等専門家
を予定している。法
人化を志向する経営
体については、関係
機関、税理士等と連
携して支援を行う。

元気ある担い手ア
クション支援事
業、農業法人経営
体育成推進事業、
農業経営力向上対
策事業、農業所得
向上支援事業、女
性「農」力向上支
援事業

長崎県 4 次世代へ継承する「なが
さきの果樹」の推進

H28 ～ 32 果樹 ○産地計画書等に基づいて、出荷量やブランド化
率の向上に取り組んできたが、腐敗果の多発生、
被覆資材の効果が不安定などの理由でいずれの目
標も未達成であった。
○気象予報などに基づく生産対策の計画的な検討
と現地での適切な管理技術の実施を指導し、出荷
量の確保とブランド率の向上を図る。
○「長崎の夢」研究会員に対し生産量確保とブラ
ンド率向上のための技術実証に取り組み、部会員
への波及を図る。

○連携機関との役割
分担
・果樹担当普及指導
員が農業革新支援専
門員の技術指導を得
ながらＪＡと連携し
実施。

果樹農業好循環形
成総合対策事業、
産地パワーアップ
事業、未来を創る
園芸産地支援事
業、次世代へつな
ぐ果樹産地活性化
推進事業
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（複数可）
活動計画の要約

連携機関
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長崎県 5 生産性が高い施設野菜の
産地･育成強化

H28 ～ 32 野菜 ○地域の現状と課題
いちご農家の所得向上のためには、多収性品種
「ゆめのか」への転換が有効だが、県下平均より
転換の動きが鈍く、転換率も各産地で差がある。
各産地や個々の農家の課題を踏まえながら特に転
換が進んでいない産地への推進が課題である。
○目標を達成するための活動方法
・生産安定対策と単収向上に向けた展示圃の活
用。
・生産性向上のための事業の推進と指導。
・栽培管理の適正化のための効率的で機動的な情
報提供。

○関係機関との役割
分担
・生産安定、栽培技
術向上のための現地
検討会や講習会、現
地指導については、
JA、農業革新支援専
門員と連携して行
う。
・生産性向上のため
の事業導入について
は、JA・市と連携し
て推進する。

未来を創る園芸産
地支援事業、新構
造改善加速化支援
事業、産地パワー
アップ事業、強い
農業づくり交付金
事業

長崎県 6 「長崎和牛」産地の育成 H28 ～ 32 畜産 ○地域の現状及び課題
１  和牛経営においては、高齢化や飼料費･繁殖
雌牛や肥育用子牛など素畜費の高騰などのより、
飼養戸数は減少しているが規模拡大により飼養頭
数は維持している。今後、高齢農家のリタイヤに
より、飼養戸数と頭数の減少が懸念されており、
規模拡大や担い手の確保育成の加速化が必要と
なっている。
2　産地の維持･拡大のためには、規模の拡大･生
産効率や品質向上･コスト縮減のための技術導入
や省力化のための仕組みづくりが必要となってい
る。
○目標を達成するための活動方法
１  和牛農家の規模拡大と担い手の確保･育成
２　モデル農家の選定・指導・効果の周知による
生産効率の向上、高品質化
３　放牧の拡大･エコフィ-ドの利用によるコスト
低減
４　長崎型新肥育技術の確立･普及

・現地検討会や講習
会、現地指導につい
ては、JA、家畜保健
衛生所等と連携して
行う。特に、分娩間
隔短縮や長崎型新肥
育技術の普及につい
ては農業革新支援専
門員と連携し、マ
ニュアル作成や県下
統一した指導方針で
現地指導を行う。
・事業導入について
は、JA・市と連携し
て推進する。

畜産クラスター構
築事業、肉用牛パ
ワーアップ事業、
長崎和牛生産強化
促進事業

長崎県 7 個別経営体の経営力強化 H28 ～ 32 経営 ○地域の現状及び課題
・経営力や経営基盤の強化を図るために、農業所
得１０００万規模を目指す経営体を支援し、雇用
型経営体や法人経営体の育成を図る必要がある。
○目標を達成するための活動方法
・農業所得１０００万を目指す経営体をリスト化
し、個別カウンセリングを行い各経営体の課題設
定を行い、各専門担当を含め目標達成に向けて支
援をしていく。

○支援者に対して支
援チーム（JA、市、
局等）を編成し、目
標達成に向けた支援
を行う。

元気ある担い手ア
クション支援事
業、農業経営力向
上対策事業、

長崎県 8 生産･販売組織連携による
キク産地強化と経営安定

H28 ～ 32 花き ○地域の現状と課題
・管内のきく出荷組織では、産地の維持･発展に
向けて既存産地の統合や新産地育成に努めている
ものの、組合員の栽培技術格差が大きく、組織力
を発揮するためには組合員の栽培技術向上が求め
られている。特に、近年では”キクえそ病”や”
キク白さび病”等の病害虫対策に苦慮しているこ
とから健全な穂の確保が必要である。また、今後
のきく産地の維持･発展につなげるためには、更
なる規模拡大による産地拡大が必要である。
・県北地域は古くから本県を代表とする花き産地
として認識されているが、高齢化による生産者の
減少に伴い出荷量減少が危惧されており、輪菊産
地の統合や小菊･ﾗﾅﾝｷｭﾗｽ等の新産地育成に取り組
んでいるものの、今後の産地維持･発展に向けて
安定した担い手や雇用労力の確保が必要である。
○目標を達成するための活動方法
・輪菊及び小菊の産地拡大による農家所得向上に
向けて、きく栽培面積の拡大を目指す。その目標
達成に向けて、各組合員の栽培管理に係る問題点
を把握することにより、組合員の栽培技術向上及
び補助事業等を活用した経営規模拡大を図る。特
に、健全な穂確保に向けて、”キクえそ病”と”
キク白さび病”に対する防除ﾏﾆｭｱﾙを作成する。
また、各生産組織の計画出荷に向けて出荷計画作
成や県内外取引市場との連携強化を支援する。
・高齢化による生産者に伴う出荷量減少対策とし
て、花き法人経営志向農家（施設面積1ha以上）
を育成し出荷量の維持･増加を図るとともに、そ
れに伴う新たな地域雇用の創出等により地域活性
化を図る。

○連携機関との役割
分担
・生産安定、栽培技
術向上のための現地
検討会や講習会、現
地指導については、
JA、農業革新支援専
門員と連携して行
う。
・生産性向上のため
の事業導入について
は、JA・市と連携し
て推進する。

産地パワーアップ
事業、経営体育成
支援事業、新構造
改善加速化支援事
業、未来を創る園
芸産地支援事業、
地域労力支援シス
テム強化支援事
業、女性農業者活
躍支援事業



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

長崎県 9 加工用農産物の産地育成
と6次産業化の推進

H28 ～ 32 野菜 ○現状及び問題点
１．農業者の所得向上のためには、6次産業化に
よる経営の多角化や農産物の付加価値向上が有効
な手段の一つであり、栽培技術指導、マッチング
等の支援が必要。
２．平成25年度に設立した「五島地域加工業務用
産地育成協議会」は加工業務用野菜の産地育成を
支援してきたが、今後は農産・果樹・茶への支援
も求められる。
　また、特産かんころ餅の島外出荷拡大を図るた
め、昨年度から県産業労働部事業によりJAごと
う・かんころ餅製造業者・市町等と連携し、意見
交換会・かんころサミットを開催した。引き続き
関係機関と連携した支援を行う必要がある。

○「五島地域フード
クラスター協議会」
（事務局）
五島振興局農業振興
普及課
（構成員）五島振興
局、五島市、新上五
島町、五島市農業委
員会、新上五島町農
業委員会、ごとう農
協農産園芸部、五島
農業生産法人会、五
島市商工会、新上五
島町商工会、五島市
物産振興協会、福江
商工会議所、新上五
島町観光物産協会、
食品加工関連業者
○その他
上記各関係機関の
他、農業革新支援専
門員と連携し安定生
産に向けた技術支援
を図る。

（県）加工・業務
用産地拡大推進事
業

長崎県 10 水稲の高温耐性品種・特
別栽培の安定生産と作付
け面性拡大

H28 ～ 32 米 ○現状と問題点
１．水稲の既存品種（コシヒカリ、ヒノヒカリ）
が温暖化により品質低下が進み、高温に強く収量
が確保できる高温耐性品種の導入を進めている。
「にこまる」の導入は、夏場の高温による「ヒノ
ヒカリ」の品質低下の対応等、1等米比率の向上
につながってきたが、大麦収穫後の6月中旬に田
植えを行う大区画圃場では、秋冷えによる登熟不
足で品質低下がみられており、品質向上、収量確
保が課題になっている。
２．早期水稲「つや姫」を平成24年に導入し、特
別栽培として生産部会による組織活動で、地域一
丸となってブランド化に取組んでいるが、近年、
収穫時期の長雨等による品質低下がみられてお
り、作付面積も伸び悩んでいる。
○活動のねらい
１．水稲の品質向上と収量確保のため、高温耐性
品種（つや姫、にこまる、おてんとそだち等）の
作付を進める。大麦後の作付については、高温耐
性があり秋冷えによる登熟不足が起こりにくい早
い作型の品種の検討、導入を図る。
２．特別栽培「つや姫」の栽培技術指導や、良食
味米生産支援等を行い、食味向上・高品質安定生
産によるブランド確立、作付拡大を図る。

○連携機関との役割
分担
・農協、普及指導員
を主体とした栽培技
術指導、農協、普及
指導員、市、農業共
済組合による適期防
除指導の実施、作付
拡大推進
・農林技術開発セン
ターの研究成果に基
づいた支援、農業革
新支援専門員の助言
による指導体制

（県）儲かるなが
さき水田経営育成
支援事業

長崎県 11 アスパラガスの単収向上 H28 ～ 32 野菜 ○地域の現状と課題
１．アスパラガス栽培では単収向上が課題である
が、株の老齢化や生産者の高齢化による管理不
足、圃場の排水性悪化等、問題が多い。また、高
齢化等により栽培者数が減少しており、新規栽培
者の確保・育成や作業の省力化が必要である。
２．家畜由来の堆肥が高価で慢性的に不足してお
り、生産現場での施用量が少なく、収量が低い。
堆肥不足を解消するため、マグロ残渣バーク堆肥
の製造を始めているが、原料の確保が困難なこ
と、製造に時間がかかること等により生産が安定
していない。
○目標を達成するための活動方法
１．重点指導農家に対し改植、増収技術マニュア
ルを活用した技術の普及を行うことで単収向上に
つなげる。また、実証圃等を活用した栽培指導や
補助事業の活用により、新規栽培者や規模拡大農
家の育成を図る。
２．堆肥原料の魚残渣とバークの安定確保、堆肥
製造期間の短縮に伴う製造量の増大、並びに流
通・販売体制の構築を推進する。

○連携機関との役割
分担
・農協・市、農業革
新支援専門員と連携
し、個々の課題・対
策を協議し、農家へ
の指導・普及を図
る。

野菜産地イノベー
ション推進対策事
業、未来を創る園
芸産地支援事業、
新構造改善加速化
支援事業

長崎県 12 繁殖牛分娩間隔の向上、
放牧推進および技術改善
によるコスト縮減

H28 ～ 32 畜産 ○地域の現状と課題
１．管内の畜産農家において、高齢化・後継者不
足等による離農が進んでおり農家戸数の減少が見
られる。飼養頭数は、子牛価格の高騰により一部
の経営体においては増頭意欲が見られており、維
持～微増となっている。しかし管内肉用牛農家に
おける発情の見逃し、粗飼料不足による繁殖成績
の低迷が課題となっている。
２．近年の飼料、生産資材等の高騰により農家の
経営が圧迫されており、収益性の改善が必要であ
る。そのため、肉用牛農家において飼料費の削減
には自給飼料の生産拡大が重要である。なかで
も、放牧は飼料費に加え、労働費のコスト縮減に
も期待がもてる。
○目標を達成するための活動方法
１．5頭以上を飼養する農家を重点対象として、
各関係機関と連携をとり、問題点の把握と巡回に
よる基本技術を支援し、繁殖成績の向上を図る。
２．地域繁殖拠点として、JA和牛繁殖センター設
立にむけて整備計画の作成を支援する。
３．耕作放棄地等を活用した放牧を推進し、低コ
スト化を図る。

○連携機関との役割
分担
・農協・市、農業革
新支援専門員と連携
し、個々の課題・対
策を協議し、農家へ
の指導・普及を図
る。

強い農業づくり交
付金事業、長崎県
畜産クラスター構
築事業、長崎県肉
用牛パワーアップ
事業、長崎県家畜
導入事業、肉用牛
経営安定対策補完
事業



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

熊本県 1 需要に応じた特徴ある米
づくりの推進

H29 ～ 31 土地利用型作物
土壌肥料
病害虫

【背景・ニーズ】
・本県産良食味米のトップグレード品種として育
成された「くまさんの輝き」の安定生産に向けた
栽培技術と生産部会を中心とした指導体制の確立
が求められている。
・外食・中食等の業務用需要向け品種「やまだわ
ら」等の生産拡大と低コスト栽培技術の普及定着
が求められている。
【活動の内容】
・「くまさんの輝き」展示ほ設置
・低コスト栽培技術展示ほ設置
・生育収量調査
・栽培マニュアルの磨き上げ
・生産部会による講習会、現地検討会等における
技術指導支援
・生産部会と実需者とのマッチング活動の支援

農業普及・振興課
（熊本・玉名・菊
池・鹿本・阿蘇・上
益城・球磨）
ＪＡ、市町村
ＪＡ経済連、全集連
農業研究センター
米卸、外食産業等

くまもとの米・
麦・大豆魅力発
信・競争力強化事
業
とびだせトップグ
レード米戦略事業
全国農業システム
化研究会現地実証
調査事業

熊本県 2 優良事例のモデル化によ
る高度環境制御技術の確
立

H29 ～ 31 園芸（野菜）
（施設園芸を含
む）

【背景・ニーズ】
・トマト・ナス・イチゴ等の施設野菜は、本県野
菜生産の主力であり、栽培農家の経営向上と野菜
産出額増大のためには、更なる生産力・品質・安
定生産技術の向上が必要である。
・本県の施設野菜の栽培様式は、今後とも低コス
ト耐候性ハウスによる土耕栽培が主流であり、こ
の栽
培様式の中で、生産力・品質・安定生産技術の向
上を実現することが必要である。
・このような中、生産現場では、事業等を活用し
た高度環境制御装置の導入が進んでおり、前述の
栽培
様式による「熊本標準化」技術と人材の育成が急
務である。

◇農業革新支援専門
員と普及指導員の連
携
＜対象地域：熊本地
域、宇城地域、玉名
地域、八代地域＞
◇関係機関との連携
・県経済連
・ＪＡ中央会
・関係地域ＪＡ
・関係市町村
・農産園芸課
・農業研究ｾﾝﾀｰ

(県)
・熊本型高度環境
制御技術構築事業
・「ゆうべに」生
産拡大事業
・園芸生産総合推
進事業
・ＡＬＬくまもと
農産物生産支援体
制強化事業

熊本県 3 夏秋ギク新品種の生産振
興

H27 ～ 29 園芸（花き） 【背景・ニーズ】＜対象地域：鹿本地域、球磨地
域＞
・既存の夏秋期の黄輪ギクは、曲がりやすく、脇
芽を取る作業に時間がかかったり、市場評価も高
くない。脇芽を摘まなくてよく（無側枝性）、品
質の良い新品種が開発され、農家からは、それら
の導入が求められている。
・関東地域の市場では、７、８月のお盆花と９月
彼岸用の需要が多く、その時期に安定的に出荷で
きる産地を求めている。
【目標を達成するための活動の概要】
■関係機関と連携して産地で新品種の栽培実証を
行い、栽培・出荷体系を確立し、市場性の高い新
品種の地域への普及定着を進め、産地拡大と農家
の経営安定を図る。

(全体推進)
農業革新支援ｾﾝﾀ-
(地域普及振興課）
・鹿本
・球磨
（関係機関）
・関係地域市町村
・関係地域ＪＡ
・熊本県経済連
・県農産園芸課
・県農業研究ｾﾝﾀｰ

(国)
・新品種・新技術
活用型産地育成支
援事業(産地ブラ
ンド発掘事業)
(県単)
・園芸生産総合推
進事業(花き振興
総合対策事業)
・くまもとの花生
産流通推進事業

熊本県 4 加温不知火類のヒリュウ
台「肥の豊」導入による
品質向上

H29 ～ 31 園芸（果樹） 【背景・ニーズ】
■加温不知火類では、市場から年内贈答用として
高品質果実の安定的な出荷が求められている中、
高樹齢園や密植園の増加に加えて、温暖化の影響
による夏秋季の高温多雨等気象の影響により、果
実品質、収量が不安定となっている。
【活動の概要】
■現地検討会やモデル展示ほの設置により、ヒ
リュウ台「肥の豊」の導入と早期成園化を推進す
るとともに、ヒリュウ台管理技術の栽培実証を行
う。
■生産対策会議や対策情報の発信により、果実分
析や気象条件に基づく栽培管理技術を周知し、果
実品質向上技術の普及を図る。

(全体推進)
農業革新支援ｾﾝﾀ-
(地域普及振興課）
・鹿本
・芦北
・天草
（関係機関）
・関係地域市町村
・関係地域ＪＡ
・熊本県果実連
・県農産園芸課
・県農業研究ｾﾝﾀｰ

（国）
・果樹経営支援・
　未収益期間対策
　事業
・産地パワーアッ
　プ事業
（県）
・攻めの園芸生産
　対策事業
・果樹競争力強化
　推進事業

熊本県 5 茶生産におけるＧＡＰ導
入の推進

H29 ～ 31 工芸作物 【背景・ニーズ】
■茶の生産には多くの大型茶園管理機械や大型製
茶機械が使用されており、常に危険と隣り合わせ
で作業を行っている。一方、健康イメージが強い
茶は、消費者の安全安心に対する注目度も高い。
このため、生産者、実需者双方に対する危機管理
のためにもＧＡＰの導入は急務となっている。
■かつて、ＪＡ主導によりＧＡＰ導入の推進を
図ったが、ＧＡＰの趣旨が十分に理解されておら
ず、価格向上につながらないとの理由で推進でき
なかった。
【活動の概要】
■　生産工程管理（ＧＡＰ）に関する理解と情報
周知、導入に対する啓発を行ない、生産者の危機
管理意識を高める。
■　県内版茶適正農業規範を作成し、生産者のＧ
ＡＰ導入を推進するとともに、関係機関への理解
を進める。
■　ＧＡＰへの取り組みを推進し改善活動を継続
支援することで、さらに上位ＧＡＰへのステップ
アップを図る。

農業革新支援ｾﾝﾀｰ
（全体推進）。地域
農業普及・振興課
（地域対応）、関係
地域市町村、熊本県
経済連、地域JA、農
産園芸課、農業研究
センター（連携）

（国）ＧＡＰ体制
強化・供給拡大事
業
（県単）グリーン
農業育成事業



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

熊本県 6 飼料用米の生産・利用体
制の確立

H27 ～ 29 畜産、土地利用
型作物（米）、
持続可能な農
業・鳥獣害対策
（環境）、担い
手育成（経営）

【背景・ニーズ】
・耕種においては水田利用向上および経営安定、
畜産においては飼料価格安定および飼料自給率向
上を目的として、飼料用米の安定生産、利用技術
確立、利用のマッチング推進が求められている。
・そこで、関係機関と連携し、本県における飼料
用米の生産および利用の安定モデルを構築する。

【目標を達成するための活動の概要】
■飼料用米の栽培技術を確立し、単収の向上を図
る。
■飼料用米ソフトグレンサイレージ（ＳＧＳ）の
製造・保管技術と飼料用米利用技術を確立する。
■耕畜間における目標、課題の共有化を図るとと
もに、地域内、地域間の飼料用米利用のマッチン
グを推進する。（Ｈ２９：目標飼料用米作付面積
２，９００ha）

(地域普及指導セン
ター）
・全地域

（関係機関）
・畜産協会
・農業団体
・県農業技術課
・県農産園芸課
・畜産課
・県農業研究セン
ター

熊本県 7 水田土壌の理化学性診断
と改善に基づく野菜・水
稲の生産性向上

H29 ～ 30 持続可能な農
業、野菜、稲作

【背景・ニーズ】
■水田を活用した露地野菜等の栽培では排水不良
による生育不良や土壌病害発生が散見される。土
壌診断に基づいた処方と対策のニーズが高い。
■水稲育苗箱全量施肥栽培において苗箱当たり施
肥量の多い飼料用米や等においては育苗技術が確
立されておらず、現場からの技術拡大の期待が高
い。
【活動の内容】
■水田を生産基盤とした野菜栽培において、理化
学性調査診断に基づく土壌環境改善を支援し、排
水性向上と土壌病害発生低減につなげる。
■飼料米栽培等における育苗箱全量施肥栽培の技
術を確立することで、技術を普及し省力化と化学
肥料施肥量削減に資する。

地域ＪＡや経済連と
連携、調査や展示ほ
設置によって連携。
技術的フォローにつ
いて農業研究セン
ター、等

（県）くまもと土
地利用型農業競争
力強化支援事業
（県）くまもとの
米・麦・大豆魅力
発信・競争力強化
事業

熊本県 8 総合的（技術、経営）な
支援による経営改善の推
進

H27 ～ 29 担い手育成（経
営）、園芸（野
菜）

【背景・ニーズ】
・関係機関一体となった経営改善に係る支援体制
の整備が必要。
・経営計画を設定した経営体が少なく、経営改善
への意識向上が必要。
・経営改善に係る支援資料の作成に多大な労力を
要する。

【目標を達成するための活動の概要】
■関係機関との支援体制を整備し、支援への意識
統一を図る。
■生産技術の確認と経営状況を把握することによ
り、農家の意識啓発を図る。
■農家経営支援システムを活用した総合的な支援
により、経営改善を図ったモデル経営体を育成す
る。

(地域普及指導セン
ター）
・菊池、玉名、天草

（関係機関）
・関係地域市町
・関係地域ＪＡ
・ＪＡ熊本中央会
・県担い手・企業参
入支援課
・県農産園芸課

熊本県 9 イチゴのハダニ類に対す
るIPM技術の定着促進

H29 ～ 31 野菜、持続可能
な農業、（病害
虫）

【背景・ニーズ】
■イチゴの薬剤抵抗性ハダニの防除対策について
は、薬剤抵抗性を回避しながら生産安定を図る防
除対策が全国的に急務となっており、天敵利用を
含む新防除技術の開発・普及が進んでいる。
■イチゴのハダニ類に対する天敵利用の普及拡大
を図るためには、部会単位や部会間での成功事
例・失敗事例の情報共有、関係機関との連携支援
等が不可欠である。
【活動の概要】
■イチゴの薬剤抵抗性ハダニの緊急防除対策とし
て、天敵利用と新技術を組合せたIPM（総合的害
虫管理）技術の定着を図る。
■関係指導機関と連携したIPM技術の指導体制を
強化し、地域間差が開きやすいIPM技術の平準化
と指導員の資質向上を図る。

(全体推進)
農業革新支援ｾﾝﾀ-
(地域普及振興課）
・玉名
・阿蘇
・鹿本
・熊本市
（関係機関）
・関係地域ＪＡ
・熊本県経済連
・県農産園芸課
・県農業研究ｾﾝﾀｰ
・㈱ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ,
　ﾍﾟｺIPMﾊﾟｲﾛｯﾄ,
　等関係業者

（県）
・病害虫発生予察
　事業
・地下水と土を育
む
　農業総合推進事
業
・生きものと共生
す
　る産地育成事業
・熊本県野菜振興
協
　会産地育成事業
・ALLくまもと農
産
　物生産支援体制
　強化事業

大分県 1 夏越しねぎ生産安定技術
の普及と生産拡大

H28 ～ 30 野菜 ○地域の現状と課題
・本県の白ねぎ栽培は標高差を活かした産地リ
レーによる周年出荷を実施しているが、近年の夏
期高温傾向により夏越しねぎの生産が不安定に
なっている。また、実需者からは8～10月の夏秋
期の出荷量増加を求められている。
○目標を達成するための活動方法
・光反射性マルチの畦間被覆技術、大苗定植技術
の現地実証と産地普及により夏越しねぎの生産の
安定化を図る。
・中山間地冬越し作型の作付推進により、夏期出
荷量の増加を図る。

○関係機関との役割
分担
・県振興局、県農林
水産研究指導セン
ター、資材メーカー
と連携して技術の実
証と普及を図る。
・JAグループ、市場
関係者等実需者と連
携して、周年出荷産
地としての販売力強
化の取組を行う。

（国）産地ブラン
ド発掘事業

大分県 2 夏秋トマトにおける産地
育成

H28 ～ 30 野菜 ○地域の現状と課題
大分県は西日本有数の夏秋トマト産地であるが、
生産者の高齢化等により年々面積は減少傾向にあ
る。県内各産地では、就農支援学校やファーマー
ズスクールなど継続して新規就農者を確保する取
組が行われているが、今後も産地の維持拡大に向
けた取り組みが必要である。
○目標を達成するための活動方法
・就農支援学校等の取り組み支援
・期間労働力の活用による既存経営体の規模拡大
・リース団地の整備支援

○関係機関との役割
分担
・県園芸振興室、県
振興局､県農林水産
研究指導センター､
JA､全農等と連携
し、規模拡大や新規
就農者しやすい環境
を整備する。



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

大分県 3 いちご産地の生産力の強
化

H28 ～ 32 野菜 ○地域の現状と課題
・生産者の高齢化が進み、今後も生産者数の減少
が見込まれる。
・産地拡大のためには、既存生産者の規模拡大や
新規就農者の確保が必要。
・個別規模拡大のためには、雇用型経営への誘導
やパッケージセンターの拡充や新規整備が必要。

○目標を達成するための活動方法
・産地拡大のためのリース団地整備やパッケージ
センターの拡充や新規整備を支援する。

○関係機関との役割
分担
・県園芸振興室、県
振興局､県農林水産
研究指導センター､
JA､全農等と連携
し、規模拡大や新規
就農者しやすい環境
を整備する。

大分県 4 夏秋ピーマンにおける産
地育成

H28 ～ 30 野菜 ○地域の現状と課題
大分県は西日本第1位の夏秋ピーマン産地である
が、生産者の高齢化等により年々面積は減少傾向
にある。そこで、県内各産地で、就農支援学校や
ファーマーズスクールなど継続して新規就農者が
ふえる仕組み作りが始まりつつあるが、今後も産
地の維持拡大に向けた取り組みが必要である。
○目標を達成するための活動方法
就農支援学校等取り組み支援と、既存生産者によ
る面積拡大推進（新選果機導入による選果労力の
軽減調査）

県振興局、JA、農林
水産研究指導セン
ター

大分県 5 ハウスみかん「垣根仕立
て栽培」の普及

H28 ～ 31 果樹 ○地域の現状と課題
・ハウスみかんの生産者の高齢化、後継者不足に
よる栽培面積、生産量の減少を食い止め、産地規
模を維持・拡大する必要がある。
・単収向上による生産量の拡大のためには新たな
高単収栽培技術が必要で、また導入に向けては改
植を伴うことから、育成期間の短縮、早期の単収
向上、個別経営規模拡大のための省力化が必要で
ある。

○目標を達成するための活動方法
・早期成園化、高単収、省力化を図るため、大分
県で開発中の「ハウスみかん垣根仕立て栽培」に
ついて、現地実証圃における技術実証・展示を行
い、早期現地普及を図る。

○関係機関との役割
分担
・県園芸振興室、県
振興局､県農林水産
研究指導センター､
JA､全農等と連携
・関係機関一体と
なった推進を実施。

大分県 6 ナシの流線型仕立ての拡
大

H28 ～ 31 果樹 ○地域の現状と課題
・大分県の梨産地は老木化園が増加し、収量の低
下や生理障害の増加など生産性が低下しつつあ
る。

○目標を達成するための活動方法
・早期成園化と生産効率の向上を図るため、本県
で開発した流線型仕立の導入産地拡大に取り組
む。

○関係機関との役割
分担
・管理技術の技術提
供は、県農林水産研
究指導センターが担
当。
・産地導入に向けた
対策協議は県推進プ
ロジェクトチーム。
・事業導入や産地で
の活動全般は地元部
会やJA・市役所・担
当振興局など。

果樹経営支援対策
事業や県単事業活
用

大分県 7 キクの経営力強化と生産
拡大による産地の活性化

H28 ～ 31 花き ○地域の現状と課題
・大分県のキクは、リース団地の育成等により新
規の担い手の確保や既存農家の規模拡大が進み生
産量は拡大している一方、高齢化等による面積の
減少も進んでいる。
・生産面においては、病害虫対策、計画的な管理
の徹底による収量向上・品質安定が課題。

○目標を達成するための活動方法
・作付計画に基づく適正管理指導による計画出荷
体制の強化
・難防除病害虫対策と肥培管理指導による収量向
上・品質安定
・規模拡大の推進と新規経営体の育成（経営拡大
意向調査の実施、若手生産者への支援）

○関係機関との役割
分担
・各振興局、農林水
産研究指導センター
花きグループ、Ｊ
Ａ、全農おおいた

大分県 8 茶　生産量拡大 H28 ～ 30 普通畑作物(茶） ○地域の現状と課題
・県内の茶生産は自園自製であり、出荷販売先の
品質基準に合わせての栽培・摘採・製茶加工技術
が習得されていない現状である。
○目標に達成するための活動方法
・摘採前の近赤外線分析値を調査し、収穫適期予
測を行う。

○実需から、栽培・
摘採・製茶加工の課
題を出荷茶から評価
してもらう品質評価
研修を実施し、生産
者の技術対策に活か
す。

大分県 9 生産力の強化による安定
した肉用牛経営の確立

H28 ～ 31 畜産 ○地域の現状と課題
　大分県では、繁殖農家の高齢等による廃業等か
ら子取り雌牛頭数は減少、1戸あたり飼養頭数は
増加傾向にある。出荷頭数の減少により販売価格
は向上したが、購買者である肥育農家の経営を圧
迫しており、今後の繁殖経営に不透明感がある。

○目標を達成するための活動方法
　肉用牛繁殖の広域普及指導員(農業革新支援専
門員)、各地域の肉用牛繁殖担当、県庁の課室と
連携して、産地維持と所得の向上を目標に、自家
保留を中心に飼養規模の拡大、一年一産を目標に
子牛生産頭数の拡大、飼養管理の改善による生産
性の向上を行う。

各市町村、各JA、県
庁課室、各家畜保健
衛生所、農林水産研
究指導センター畜産
研究部、各振興局



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約
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大分県 10 生産技術の向上による肉
用牛肥育経営の安定化

H28 ～ 32 畜産 ○地域の現状と課題
・枝肉成績は一部の大規模経営体では非常に良好
なものの、経営体間のバラツキが大きく、全体的
な底上げが必要。
・素牛価格の高騰により収益性が悪化しているの
で、飼養管理体系の改善によるコストの削減が必
要。
・子牛出荷頭数が減少しているので、安定的な素
牛の確保が課題。

○目標を達成するための活動方法
・企業的肥育経営体を中心に飼養管理技術を改善
し、枝肉成績の向上を図る。
・飼養管理体系の改善により肥育期間を短縮し、
飼養管理コストの低減を図る。
・預託牛貸付制度を活用して安定的な素牛確保を
図るとともに、飼養規模の拡大を図る。

○関係機関との役割
分担
・県振興局・県農林
水産研究指導セン
ター・JA・県畜産公
社等と連携し、マ
ニュアルに基づく飼
養管理の徹底を図る
とともに、規模拡大
意向の経営体に対し
て事業や資金活用の
支援を行う。

大分県 11 生乳生産量の増加 H28 ～ 30 畜産 大分県の生乳生産の現状と課題
・全国的に見ても生乳の生産量は減少傾向で、大
分県においても同様の傾向である。
・規模拡大はある程度進んでいるが、ここ数年大
きく頭数を伸ばす農場はない。
・個体乳量ベースでも改善の余地がある。
・後継牛が足りていない農場が多い。
・世代交代を迎えている農場の労働力不足が見ら
れる。

今後の活動について
・カウコンフォートなどを積極的に進めて、個体
乳量のアップ、経営の安定化を図っていく。
・育成牛コントラクター、飼料生産コントラク
ター、堆肥処理コントラクターの育成を進めて、
雇用のシェアを進めていき、労働力確保、頭脳労
働時間確保を進めていく。
・メガ、ギガファーム誘致の検討を行う。
・新規就農者確保についてトレーニングファーム
創設などの検討を行う。

・大分県酪農業協同
組合などとの連携を
行いながら、左記内
容の実施を行ってい
く。

宮崎県 1 新規需要米等の普及拡大
を目指した省力低コスト
多収生産技術の確立

H28 ～ 32 土地利用型作物
（普通作物）

１．背景と目的
　稲作の合理化や水田の有効利用を図るべく加工
用米及び飼料用米の作付けを推進しているが、多
収性品種の特性が活かされず収量が低迷してい
る。そこで、地域の条件や品種に応じた省力・低
コスト多収技術を確立し、安定生産を図る。

２．取組の方法
　県内5地域の普及センターと連携し、多収栽培
技術及び低コスト省力栽培技術の展示ほを設置す
る。展示ほの実績等から栽培技術の確立を図り、
栽培マニュアルとしてまとめ普及する。

３．期待される効果
　地域の条件に応じた省力低コストで多収栽培技
術の確立及びマニュアルの作成により新規需要米
等の安定的な多収栽培が図られる。

　展示ほ設置は普及
指導員が担当し、革
新支援専門員及び試
験研究機関、行政
（県、市町）、関係
団体（経済連、Ｊ
Ａ）は、試験設計、
栽培管理、実績検討
における助言や調査
の補助を行う。
　マニュアル作成
は、革新支援専門員
を中心に普及指導
員、試験研究機関、
行政等で連携し作成
する。
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分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

宮崎県 3 「宮崎のさといも」新生
プロジェクト

H28 ～ 32 園芸（野菜） １．背景と目的
　さといもは、露地野菜のなかでも商品性の高い
作物として県内各地で栽培され、本県の基幹品目
となっている。しかしながら、近年の天候不順や
疫病等の病害発生による生産量の減少や品質の地
下が著しいため、その防除対策や高収量・高品質
な生産技術の確立普及に取り組む。
　また、消費形態の多様化による業務・加工用需
要の増加に対しては、安定的で信頼性のある産地
形成に取り組むとともに、これらの取り引きの多
くは契約栽培の形態となっており、畑作営農はも
とより水田営農を主体とする集落営農組織等にお
いて経営安定の強化に大きく寄与するものである
ため、生産の安定化や低コスト化をさらに進め
る。

２．取り組みの方法
　経済連、ＪＡ、農業生産法人と連携し、疫病対
策や良品安定生産技術に関する実証ほの運営支
援、研修会　優良事例調査研究、ほかに生産・供
給体制構築のための検討会に参画する。

３．期待される効果
　各種の疫病対策が理解・実施され、疫病被害を
抑えつつ、優良な栽培技術が理解・実施され、品
質収量が向上する。
　また、優良品種の種芋が低コストで安定して供
給され、産地形成に寄与される。

普及Ｃ、JA、農業生
産法人：各種栽培実
証ほ運営、地域への
理解促進

経済連：種苗供給事
業体

試験場：低コスト種
苗生産技術の開発

H28きゅうり産地の維持に向
けた総合環境制御技術の
普及

1 　背景と目的
　宮崎県のきゅうり収穫量は全国１位（平成25年
度）となっており、特に冬春作については、全国
シェアの約２割を占めている。また近年、生産量
を維持・増加できているのは宮崎県のみとなって
いる。
　一方で、日本の地域別将来推計（人口国立社会
保障・人口問題研究所　2013）によると、宮崎県
の総人口は25年後（2040年）には約3割減少する
と予想されており、農家戸数についてみると高齢
化率が高いため減少率はさらに大きくなると予想
され、10年後でも36％程度の減少が見込まれてい
る（農産園芸課）。
　農家戸数の減少は栽培面積の減少に直結し、こ
のままでは現状の出荷量を維持することが困難と
なる。出荷量を維持し産地を維持するためには、
生産者の減少を食い止め、単収の向上を図る必要
がある。
　生産人口の減少は全国的な傾向であり、生産者
の減少はある程度やむをえないので、出荷量を維
持するためには、生産者一人あたりの栽培面積の
増加と単収の向上が必須である。
　きゅうりにおいては、20t/10aを超える単収の
生産者がいる一方で、30a未満の経営が主となっ
ている。産地としての出荷量を維持するために
は、経営規模の拡大とさらなる単収の向上を図る
必要があり、これを実現するためには宮崎県の優
位性を活かせる施設栽培（冬春作）でのCO２施用
技術等も含めた総合環境制御技術が必須となって
いく。

２　取組の方法
　CO２施用技術 の実証・普及を実施し、総合環
境制御技術をより確実なものとすると共に、次世
代施設園芸団地においてハウス内環境データを収
集し、その解析を実施する。また、生産者の経験
と勘に頼っていた草勢等生育の指標を数値化する
ための、標準化を九州各県の専技と共同で実施す
る。
　１件あたりの栽培面積拡大を目指して、栽培管
理作業を効率化するため、優良事例の調査や現地
での作業状況を調査するとともに、作業の効率化
に向けた検討会を実施する。
　ＪＡ技術員等の若手指導者の指導力を向上させ
るため、経済連と協力して研修会や現地検討会を
開催するとともに、産地間の技術格差を埋めるた
めの交流会を開催する。

３　期待される効果
　きゅうり収穫量全国１位を維持している（目
標）
　冬春期の施設栽培を主力に、夏秋期も含めた周
年出荷体制が確立されている
　総合環境制御技術の導入により冬春作の単収が
10%向上している
　担い手の減少が抑えられ、栽培技術の伝承がな
されている
　常時雇用を入れた企業的な大規模経営が生まれ
ている
　MYSV等難防除病害虫の発生が抑えられている

関係団体
　若手指導者（ＪＡ
技術員等）の指導技
術向上
　産地間の技術員・
生産者の交流促進

普及センター
　CO２施用技術 の
実証・普及

試験研究
　ＩＣＴを活用した
ハウス内 環境制御
技術の実証・普及

民間
　ハウス内環境デー
タの解析
　効率的なCO２施用
法（濃度、施用時
期、時間等）の実証
及び普及

2宮崎県 園芸（野菜）32～



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

宮崎県 4 マトリックス分析と目標
設定シート等を活用した
マンゴーの収量・品質向
上

H28 ～ 32 園芸(果樹) １．背景と目的
　マンゴーの県全体の出荷量は徐々に伸びている
ものの、気象変動の影響により年ごとの出荷量が
安定していない。また、早期出荷作型の果実を中
心に「あざ果症」の発生が見られ、出荷数量の減
少や品質低下が見られる。また、後期出荷の果実
を中心に等級の低い果実が多く、AA,A品率は低い
レベルにとどまっている。
　そこで、あざ果症対策や除湿による品質向上対
策、剪定後の高温管理や、マトリックス分析と農
家自らの目標設定により、マンゴーの収量と品質
の向上を図る。

２．取組の方法
　現状認識シートを使って、農家の現状認識を高
めて、改善に向けた意識改革を進め、目標設定
シートを使って技術改善を図る。
　収量品質低下の大きな要因となっている「あざ
果症」「湿度管理」「後期出荷の温度管理」につ
いて改善を進める。

３．期待される効果
　生産者が自ら自分の問題点を発見し、課題を設
定して解決に取り組むことで、収量、品質の向上
が期待される。

（役割分担）
ＪＡ
出荷情報提供、デー
タ分析、農家への直
接指導

試験場
あざ果症、湿度管理
手法、後期出荷の温
度管理手法のデータ
収集

民間
湿度管理に向けた制
御盤の開発

宮崎県 5 マーケットニーズの高い
露地花き品目の産地化推
進

H28 ～ 32 園芸（花き） １．背景と目的
  施設花きと組み合わせが可能で、マーケット
ニーズの高い品目として県内全域で導入したキイ
チゴについて、ほ場の著しい地力不足や霜害、害
虫被害等によりマーケットが求める母の日等の需
要期に安定して出荷できていない。そこで、需要
期に向けた安定生産対策を推進し、需要期安定出
荷のできるキイチゴ産地を育成する。
 また、新たに導入した品目について収量確保の
ための栽培技術の定着を進める。
２．取り組みの方法
１）キイチゴ
　・排水不良及び低地力ほ場の改善
　・霜対策の実施による早期出荷率の向上
　・病害虫防除の徹底による収量の向上
　・夏期の管理技術の適正化による枯死株発生の
抑制
２）ヒペリカム
　・基本的管理技術の定着
３）本県に適したその他品目の導入

３．期待される効果
　マーケットの要求に適切に応えられる露地花き
品目の産地化が実現することで、市場等、マー
ケットからの信頼が高まり、産地力が向上する。
　マーケットニーズの高い露地花き品目の導入が
進み、施設花きとの複合的な経営が各地域に波及
することで、安定した花き経営による産地化が可
能となる。

ＪＡ：普及Ｃと連携
した各種対策の推
進、個別の技術指導

ＪＡ宮崎経済連：
マーケット情報の提
供、市場と調整した
価格設定型販売の推
進、生産組織、販売
についての一元管理

宮崎県 6 分娩間隔短縮と子牛損耗
事故軽減による肉用子牛
の生産性向上

H28 ～ 32 畜産、担い手育
成（経営）

１．背景と目的
　　本県における肉用子牛の品質は高く、県内外
の購買者からも高い評価を得るなど基幹産業と
なっている。一方、肉用牛繁殖経営の生産現場を
見てみると分娩間隔が長くまた子牛の損耗事故も
多く発生している。本県の肉用牛繁殖経営は自給
飼料を主体とする飼料給与が一般的であるが、最
近、自給飼料の品質低下が大きな問題となってお
り、飼養管理全般で改善すべき点が多く見受けら
れる。
　そこで、繁殖雌牛の飼養管理改善に取り組み、
分娩間隔短縮と子牛損耗事故の軽減により肉用子
牛の生産性向上を図る。

２．取組の方法
   普及センターとNOSAIが連携しモデル農家を対
象にした、繁殖及び子牛管理技術の向上のための
プロジェクト活動をもとに、生産性向上のための
取り組みを実施する。  あわせて、高品質自給飼
料生産のため、技術的支援も実施する。

３．期待される効果
    プロジェクト活動の取組成果によって、モデ
ル農家の繁殖及び子牛管理技術改善と、経営力の
向上が期待される。また、プロジェクトの取り組
みを研修会や機関誌を通じ紹介することで、県内
生産者への技術普及が見込まれる。

普及センター：飼料
設計
県畜産試験場：飼料
分析
ＪＡ：モデル経営体
選定県畜産協会：産
地分析県農業共済組
合連合会：血液代謝
プロファイルテス
ト、繁殖検診



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

宮崎県 7 宮崎ICM技術の普及拡大と
農業生産工程管理（GAP）
の普及定着

H28 ～ 30 生産工程管理・
農作業安全
（GAP）、持続可
能な農業・鳥獣
害（環境）、園
芸（野菜）、土
地利用型作物
（普通畑作
物）、担い手育
成（経営）

１．背景と目的
　本県では、ＧＡＰ（農業生産工程管理）の中核
技術である総合的作物管理（ＩＣＭ）技術の普及
に取り組んでいる。一方、一部の農業者は、各組
織・機関から提唱されているＧＡＰに取り組み始
めている。しかし、現行のＧＡＰは複数の機関か
ら多様な様式が提唱されており、取り組む難易度
も様々であることから、現在は一部の農業者の取
組に止まり十分に波及していない。本県では、Ｇ
ＡＰは農業を継続していく上で不可欠な取り組み
であると捉えていることから、全ての農業者が取
り組めるＧＡＰを準備し、段階的に高度化してい
く体制を整備する必要がある。このため、先行し
てＧＡＰに取り組んでいる農業者の考えを尊重し
つつ、全ての農業者が取り組める「新宮崎県版Ｇ
ＡＰ」を構築する。

２．取組の方法
（１）対象作物
　　施設野菜（施設キュウリ）・釜炒り茶
（２）活動内容
①GAPマニュアルの作成
②キュウリ及び釜炒り茶のモデル産地の育成
③キュウリ及び茶産地のGAP理解の促進
④その他の品目におけるGAPに対する理解促進

３．期待される効果
　全ての農業者が導入できるＧＡＰを準備するこ
とで、農業者のＧＡＰへの理解促進と導入が可能
となる。また、ＩＣＭを普及させることで、品質
および収量の向上を図ることができ、「儲かる農
業」の実践と、競争力のある産地形成が可能とな
る。

施設野菜、茶のＧＡ
Ｐの取り組みがすで
に開始されている品
目の担当者を、県内
全農業改良普及セン
ターの職員と農業革
新支援専門員から選
抜し、構成員とす
る。

宮崎県 8 住民自らが取り組む鳥獣
害から守れる田畑・集落
づくり

H28 ～ 32 鳥獣害 ・集落住民が鳥獣被害対策の基礎知識を習得し、
守れる田畑づくりを実践するために、研修会や展
示ほの設置を行う
・集落住民が被害情報等を共有し、対策を行うた
めの課題を明らかにするために、集落点検やアン
ケート調査を実施する
・被害防止対策の効果検証を自ら実行し、リー
ダーを中心にして自立していくために、活動計画
の作成を行う

普及センター：集落
住民の基礎知識習得
普及センター、市町
村等：被害情報の住
民間共有
市町村：集落での活
動体制づくり

鹿児島県 1 繁殖台帳Ｗｅｂシステム
を活用した酪農家の経営
改善支援

H27 ～ 29 畜産 ○地域の現状と課題
　鹿児島県は、乳用牛群検定参加農家の割合が全
国でも高いものの、検定結果を効率的に活用し、
経営改善に結びつけている事例は少ない。
　検定結果を活用し、効率的に課題を発見し、経
営改善に結びつけやすいように、家畜改良事業団
が繁殖台帳Ｗｅｂシステムを開発している。
　そこで、このシステムの活用をすすめ、経営の
発展につなげる。

○目標を達成するための活動方法
①県内5地域へのモデル農家の設置と経営改善支
援
②県内の検定農家全戸を対象に繁殖台帳Ｗｅｂシ
ステムに関する認知度や使用ニーズ等を調査し、
地域の現状を把握
③システム活用拡大に向けた検討会の開催
④研修会等でのモデル農家の取組事例紹介等を通
して、システムを使用し、経営改善を実践する酪
農家を拡大

○関係機関との役割
分担

農業開発総合セン
ター普及情報課（総
括、進行管理）

地域振興局普及指導
員（地域での経営改
善支援及び普及拡
大）

鹿児島県酪農業協同
組合（地域での経営
改善支援及び普及拡
大）

鹿児島県畜産試験場
（経営改善支援及び
拡大方策への助言）

鹿児島県 2 周年出荷体系確立による
サラダごぼう産地の拡大

H27 ～ 30 園芸（野菜） ○地域の現状と課題
　本県サラダごぼうの周年出荷体系を確立するた
め、普及組織・ＪＡ・行政・生産部会が一体とな
り、全県で新・サラダごぼう産地拡大に向けて取
り組んでいる。しかし、9～11月どり作型の生産
が安定せず、出荷量が少ない。9～11月どり作型
の生産安定技術が確立すれば、現在、栽培希望が
多い6～8月どり作型が分散することで、選果場運
営が逼迫することなく、産地拡大につながる。ま
た、周年安定出荷されることで、本県のサラダこ
ぼうの認知度が向上し、安定販売により農家所得
の向上も期待される。
 
○目標を達成するための活動方法
①生産不安定要因及び対応策の整理
②研究機関での栽培技術確立試験成績の周知
　・は種期、栽植密度、適品種選定、輪作体系確
立(緑肥等)
③現地実証ほの設置
　・発芽安定対策、病害虫発生消長の把握と対策
検討
④産地拡大検討会の開催
　・試験成績、実証結果の情報提供
　・栽培・防除マニュアルの作成及び実践推進
　・県域ブランド化の検討
⑤安定出荷体制の確立支援
　・ＪＡ選果場の運営効率化検討
　・作型分散の推進による産地拡大

○関係機関との役割
分担

農業開発総合セン
ター普及情報課(進
行管理総括)

農業開発総合セン
ター大隅支場園芸作
物研究室(栽培試験)

大隅地域振興局普及
課等(現地実証)

経済連大隅野菜事業
所(選果場運営改善)

市場関係者(消費
ニーズの把握)



活用事業都道府県名 番号 計画名 計画期間
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鹿児島県 3 かごしま茶輸出サプライ
チェーンシステムの検討

H27 〜 29 都道府県が定め
る分野（茶）

○地域の現状と課題
・国内茶需要減による茶価の低迷が続き、厳しい
茶業経営である。
・世界的な健康志向や日本食ブームを背景に海外
での日本茶の需要が増加し、茶の輸出が広がりつ
つある。
・本県では、かごしま茶輸出サプライチェーンシ
ステムによる輸出茶への取り組みを開始したが、
現在のところ農薬のドリフトやコンタミ防止技術
に不安があるため生産量が少ない状況にある。
・輸出相手国により残留農薬基準が異なるため、
相手国に応じた生産技術を確立する必要がある。

○目標を達成するための活動方法
・県内３地域の５ヶ所にモデル農家設置。
・農薬のドリフト対策やコンタミ防止対策実証に
よる課題整理と、更に安全性の高い生産技術の確
立と地域への波及。
・安全性や輸出相手国の品質基準等に対応した輸
出拡大。

○関係機関との役割
分担
農業開発総合セン
ター普及情報課（総
括）
南薩地域振興局農政
普及課、姶良・伊佐
地域振興局農政普及
課、曽於畑地かんか
んがい農業推進セン
ター（実証ほを設
置）
農業開発総合セン
ター茶業部（実証試
験）
県経済連茶事業部
（市場流通）
茶業会議所、茶問屋
（海外需要創出）

鹿児島県 4 安心・安全な農産物生産
を目指したＩＰＭ技術の
普及・拡大

H27 ～ 29 持続可能な農
業・鳥獣害対策
（環境）（病害
虫）

○地域の現状と課題
・本県は、県域でＩＰＭ技術の普及を図っている
が、普及程度については地域差が大きい。
・ピーマンやマンゴー等では薬剤感受性低下を招
き、薬剤による防除が困難となっている。
・ピーマン等ではタバコカスミカメ等を利用した
ＩＰＭが普及している地域があるものの、他地域
へ波及していない。
・平成27年度からＩＰＭの普及拡大を図るため
に、食の安全推進課がＩＰＭ産地拡大事業（３
年）を開始した。

○目標を達成するための活動方法
・５地域12品目について実証展示ほを設置し、地
域の核となるＩＰＭ実践農家を育成する。
・実証展示ほの設計検討・成績検討会を開催し、
実証の成果を関係機関で共有する。
・フェア等を開催し、ＩＰＭ農産物の消費者等へ
のＰＲを図る。

○関係機関との役割
分担
農業開発総合セン
ター普及情報課（総
括、進行管理）
地域振興局普及指導
員（実証展示の設
置・調査・成績取り
まとめ）
農業開発総合セン
ター研究部門（実証
展示運営上必要な補
足データの収集）
食の安全推進課（会
議・フェアの開催等
の運営）

沖縄県 1 わい性さやいんげんの節
間伸長処理栽培による生
産振興支援

H29 ～ 31 野菜 ○地域の現状と課題
・県外市場からの引き合いも強く、生産拡大が期
待されている。
・宮古地区の関係機関で構成する「地区青果物ブ
ランド確立推進会議」で次期拠点産地申請候補品
目として「さやいんげん」の生産振興を図ること
としたが、産地協議会の活動が不十分で課題も多
い。
○課題解決の推進方向
・農家、農業士との意見交換会、研修会等の開催
による産地リーダー育成
・栽培講習会や現地検討会による栽培技術の高位
平準化
・ＧＡＰの普及推進

宮古島市、ＪＡ宮古
地区営農振興セン
ター、生産農家代
表、農業改良普及
課、農業研究セン
ター宮古島支所、病
害虫防除技術セン
ター宮古駐在、農業
革新支援専門員

－


